
導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

国立市の人口は、令和４年（２０２２）４月１日時点で７６，２７８人、昭和４２

年（１９６７）年の市制施行当時と比べ、１．３倍に増加しているものの、近年増加

率は１％を割り込む概ね微増の傾向が続いている。 

 年齢３区分人口では、平成１９（２００７）年以降、年少人口及び生産年齢人口は

概ね一貫して対前年比マイナスで推移している一方、老年人口は一貫して対前年比プ

ラスで推移しており、人口の高齢化が急速に進行している状況である。 

 国立市の産業を就業者数で見ると、小売業、医療・福祉業、教育・学習支援業の順

で割合が高く、概ねこの３業種で全体の半数を占めるとともに、全産業の９２％が第

三次産業の産業構造になっている。 

 また、国立市内の事業者の９６％が従業者数５０人以下となっており、国立市の経

済は中小企業によって支えられていると言える。 

 近年の中小企業の動向について、少子高齢化や人手不足、新型コロナウイルス感染

症や光熱費高騰といった厳しい事業環境を乗り越えるため、老朽化が進む設備を生産

性の高い設備へと一新させ、市内中小企業の労働生産性の向上を図ることが喫緊の課

題である。 

 

（２）目標 

 

中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経済の更なる発展を目指す。これ

を実現するための目標として、２年間に５件程度の先端設備導入計画の認定を目標と

する。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

 国立市では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計

画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設備導入計画を認定

した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関する基本方針に定めるものをい

う。）が、年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

 

 

 

 



２ 先端設備等の種類 

 

製造業やサービス業を含めた非製造業ともに業種を問わず、多様な設備投資を支援す

る観点から、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７

条第１項で規定する先端設備等の全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

国立市北部地域は、新興住宅地として発展したこともあり、ＪＲ中央線国立駅周辺

及びＪＲ南武線谷保駅、矢川駅を擁する富士見台地域に、小売業、医療・福祉業、教

育・学習支援業などの事業所が多く立地している。 

 一方、南部地域には、中央自動車道の国立・府中インターチェンジがあり、また準

工業用地に指定されていることから、運輸業や建設業、製造業が他の地域と比較して

多く立地している。 

 このように、地域特性に合わせた産業が分布しているため、広く事業者の生産性向

上を実現する観点から、本計画の対象区域は、市域全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

国立市の産業は、小売・サービス・医療などの非製造業の事業割合が高いものの各

産業、各事業者における生産性向上に向けた取組は、新技術・新製品や新商品の開発、

AI や IoT などの最先端技術の活用や IT 導入による業務効率化、省エネルギーの推進

等、多様な事業や方法が想定される。 

本計画においては、中小企業者による幅広い取組を促すため、対象とする業種は全

業種とし、労働生産性が年平均３％以上に資すると見込まれる事業全てを対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

導入促進基本計画の計画期間は、国が同意した日から２年間とする。 

 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

中小企業者が作成する先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間、５年間

の中から事業者が選択するものとする。 

 

 



５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

●人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用の

安定に配慮する。 

 

●公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては、先

端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

 

●個人情報を取り扱う取組に関しては、個人情報の有用性に配慮しつつ、情報の流出

等が起こらないよう個人の権利利益を保護する仕組みを構築すること。 

 


